
 

 

 

 

 

富富山山県県第第６６期期障障害害福福祉祉計計画画  

（（第第２２期期障障害害児児福福祉祉計計画画））  
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資料７ 
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1 432 1 430 1 430 1 430 1 430

1 201 1 221 1 241 1 261 1 281

9 9 9 9 9

4 2,024 4 2,084 4 2,144 4 2,204 4 2,264

18 18 23 23 23

4 0 5 5 5

③ 失語症向け意思疎通支援者養成研修事業 6 0 6 6 6

46 38 40 40 40

165 97 130 130 130

③ 失語症向け意思疎通支援者派遣事業 0 0

10 10 10 10 10

ア　地域生活支援広域調整会議等事業 1 1 1 1 1

イ　地域移行・地域生活支援事業 34 未定 未定 未定 未定

ウ　災害時心のケア体制整備事業

令和4年度 令和5年度令和3年度

事業名

令和元年度 令和2年度

（１）専門性の高い相談支援事業

④　障害者就業・生活支援センター事業

①　手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

②　盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

（２）専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

①　発達障害者支援センター運営事業

②　高次脳機能障害及びその関連障害に対する
支援普及事業

③　障害児等療育支援事業

（４）広域的な支援事業

②　精神障害者地域生活支援広域調整等事業

①　都道府県相談支援体制整備事業

①　手話通訳者・要約筆記者派遣事業

②　盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

（３）専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

 

Ⅵ 富山県の地域生活支援事業の実施に関する事項 

 

本県の地域生活支援事業では、成果目標の達成に資するよう、障害者のニーズを

踏まえた必要な事業の量と質が確保されるよう配慮しながら、主に、専門性の高い

相談事業や人材育成など広域的見地からの支援事業に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

    意思疎通支援を図ることが困難な障害者等が自立した日常生活や社会生活を 

送ることができるよう、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、

失語症者向け意思疎通支援者を養成します。 

 

（１）手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

身体障害者福祉の概要や手話通訳又は要約筆記の役割・責務等について理解が

でき、手話通訳に必要な手話語彙、手話表現技術及び基本技術を習得した手話通

訳者並びに要約筆記に必要な要約技術及び基本技術を習得した要約筆記者を養

成することにより、聴覚障害者の自立と社会参加を図ります。 

 

（２）盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

   盲ろう者向け通訳・介助員を養成することにより、盲ろう者の自立と社会参加

を図ります。 

  

 （３）失語症者向け意思疎通支援者養成研修事業 

  失語症者向け意思疎通支援者を養成することにより、失語症者の自立と社会参

加を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

    意思疎通支援を図ることが困難な障害者等が自立した日常生活や社会生活を 

送ることができるよう、特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を派遣する体制

を整備するとともに、広域的な派遣を行います。 

 

（１）手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

市町村域を越える広域的な派遣、複数市町村の住民が参加する会議、講演等に

手話通訳者又は要約筆記者を派遣することにより、聴覚障害者の自立と社会参加

を図ります。 

 

（２）盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

   コミュニケーション及び移動等の支援を行う盲ろう者向け通訳・介助員を派遣

することにより、盲ろう者の自立と社会参加を図ります。 

  

  （３）失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 

   市町村域を超える広域的な派遣、複数市町村の住民が参加する会議、講演等に

失語症向け意思疎通支援者を派遣することにより、失語症者の自立と社会参加お

図ります。 

  

(1)手話の普及等に関する総合的な施策の策定、実施
(2)市町村、関係機関・団体との連携、ろう者及び手話通訳者等の協力
(3)手話の普及等に関する施策を実施する市町村への支援
(4)ろう者が生活を営む上での障壁の除去についての必要かつ合理的な配慮

(1)「県民」・・・条例の基本理念についての理解を深める
(2)「ろう者等」・・・県の施策への協力、手話の普及等の促進
(3)「手話通訳者」・・・県の施策への協力、手話の普及等の促進、職務に係る倫理

と知識の保持、手話通訳技術の向上
(4)「手話の普及等に関係する者」・・・県の施策への協力、手話の普及等の促進
(5)「事業者」・・・ろう者へのサービス提供時や雇用時における、手話の使用に関

する合理的な配慮

県民等及び事業者の役割

【条約、法令の制定】
・障害者権利条約や改正障害者基本法において、手話の重要性について明記された。
・本県では「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり
条例」を制定し、障害への理解を深め、障害を理由とする差別解消に取り組んでい
る。今後、法令やこの条例と相まって、手話の普及等を図ることが必要である。

・①基本理念、②県の責務、県民等及び事業者の役割、③手話の普及等に関する施策
の基本となる事項を定める。

目 的

「県手話施策推進協議会」を設置し、手話の普及等の施策等について意見聴取する。

協議会の設置

基本理念

(1)手話の普及等は、手話が独自の体系を有する言語であって、ろう者が豊かな人間性
を涵養し、知的かつ心豊かな生活を営むために受け継がれてきた言語活動の文化的
所産であることについての県民の認識の下に、行われなければならない。

(2)手話の普及等は、ろう者とろう者以外の者が、相互に人格と個性を尊重し合いなが
ら共生することを基本として、行われなければならない。

県の責務

全ての県民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊
重し合いながら共生することのできる社会の実現に寄与する。

「富山県手話言語条例」の概要 施行期日：平成30年４月１日

【手話とは】
・手話は、音声言語とは異なる語彙及び文法体系を有し、ろう者がその意思や感情
等を手や指の動き、表情などにより視覚的に表現する言語である。

【手話の普及等に関する施策】

(1)相談及び意思疎通の支援体制の整備（県聴覚障害者センターへの支援等）

(2)手話による情報発信（ろう者の県政に関する情報の取得支援）

(3)災害時等への対応（ろう者の情報取得や意思疎通支援のため市町村と連携等）

(4)観光旅行者等への対応(ろう者が安心して県内に滞在できるよう、手話の普及等)

(5)手話通訳者の確保、養成等（手話通訳者の確保、養成、手話通訳技術の向上）

(6)事業者への支援（手話の使用に関して合理的な配慮を行う事業者への支援）

(7)手話を学ぶ機会の確保等（県民や県職員が手話を学ぶ機会の確保）

(8)学校における手話の普及（聴覚障害児や教職員等への支援、手話への理解促進）

基本的施策

【手話の歴史】
・日本では、大正以降、ろう学校における手話の使用が制約された。
・ろう者は、手話に誇りを持ち、その理解と普及の促進に取り組んできた。

【今後の本県の目指すべき姿】
・ろう者が手話により意思疎通を行う権利が尊重されるとともに、ろう者とろう者
以外の者が相互に理解し共生する富山県づくりを目指す。 県障害者計画において手話の普及等の施策を定め、総合的かつ計画的に推進する。
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